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多量排出事業者は、作成した処理計画の実施の状況について都道府県知事に報告しなけ

ればならない。また、都道府県知事は、提出された実施状況報告の内容をインターネット

の利用により公表する。この公表を通じて、事業者の計画的な減量等や適正処理に向けて

の取組状況に関する情報が住民に提供されるとともに、関係者にもその周知が進められる。

創意工夫のある取組に対しては住民や関係者から高い評価を受けることも予想される。事

業者においても、公表された情報の内容を踏まえて、今後より高いレベルの処理計画を策定

していくことにより、廃棄物の総合的な減量及びその適正な処理が一層推進される。 

なお、処理計画の策定に当たって複数年度にわたる計画を策定している場合においても、

多量排出事業者に該当した年度の翌年度に実施状況報告をしなければならない。 

 
（１）実施状況報告様式（規則第８条の４の６及び第８条の１７の３） 

実施状況報告は、規則様式第２号の９又は第２号の１４により作成すること。実

施状況報告は、提出先の承諾があれば、電子ファイルにより提出することができ

る。 

記載する数値については重量で記載することとされているので、体積や個数で把

握している場合には、重量に換算する。 

電子マニフェスト使用義務者は、平成３２年（２０２０年）度以降の様式第２

号の１４「電子情報処理組織の使用に関する事項」欄の「電子情報処理組織の使

用に関して実施した取組」に、電子マニフェストへの加入、電子マニフェスト対

応処理業者との契約等について記載する。また、情報処理センターへの登録が困

難な場合として規則第８条の31の４に該当したときは、その旨及び理由を記載す

る。他方、電子マニフェスト使用義務者でない事業者は、義務者に該当しない旨

を記載する。 

 
（２）報告期限（規則第８条の４の６及び第８条の１７の３） 

多量排出事業者の実施状況の都道府県知事への報告期限は、翌年度の６月３０日

である。 

実施状況の報告者については、製造業等の場合は、処理計画等の作成単位である事

業場又は支店等を管理している代表者等（工場長、工場管理者、支店長など）とす

ることができる。建設業等の場合は、原則として、処理計画等の作成単位である支店

等の代表者等（支店長など）とすることができる。 

５．実施状況報告 
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様式第二号の九(第八条の四の六関係)
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様式第二号の十四(第八条の十七の三関係) 【平成31年（2019年）度までの様式（※）】

 
（※）本様式は平成31年（2019年）度提出分が最後となる。平成32年（2020年）度以降は、本様式の次ページ

に掲載の平成32年（2020年）度以降の様式を用いること。 
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様式第二号の十四(第八条の十七の三関係) 【平成32年（2020年）度以降の様式】 
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処理計画を提出せず、又は虚偽の記載をしてこれを提出した者及び実施状況を報告せず、

又は虚偽の報告をした者については、２０万円以下の過料が課される（法第３３条第２号

及び第３号）。 

 

 

 

 

７－１ 関係法令 
 
 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号） 

（事業者の処理） 

第12条 （略） 

２～８ （略） 

９ その事業活動に伴い多量の産業廃棄物を生ずる事業場を設置している事業者と

して政令で定めるもの（次項において「多量排出事業者」という。）は、環境省令

で定める基準に従い、当該事業場に係る産業廃棄物の減量その他その処理に関す

る計画を作成し、都道府県知事に提出しなければならない。 

10 多量排出事業者は、前項の計画の実施の状況について、環境省令で定めるとこ

ろにより、都道府県知事に報告しなければならない。 

11 都道府県知事は、第９項の計画及び前項の実施の状況について、環境省令で定

めるところにより、公表するものとする。 

 
（事業者の特別管理産業廃棄物に係る処理） 

第12条の２ （略） 

２～９ （略） 

10 その事業活動に伴い多量の特別管理産業廃棄物を生ずる事業場を設置している

事業者として政令で定めるもの（次項において「多量排出事業者」という。）は、

環境省令で定める基準に従い、当該事業場に係る特別管理産業廃棄物の減量その

他その処理に関する計画を作成し、都道府県知事に提出しなければならない。 

11 多量排出事業者は、前項の計画の実施の状況について、環境省令で定めるとこ

ろにより、都道府県知事に報告しなければならない。 

12 都道府県知事は、第10項の計画及び前項の実施の状況について、環境省令で定め

るところにより、公表するものとする。 

 

６．罰則 

７．関連法令・通知等 
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廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300号） 
 

（産業廃棄物の多量排出事業者） 

第６条の３ 法第12条第９項の政令で定める事業者は、前年度の産業廃棄物の発生

量が1,000トン以上である事業場を設置している事業者とする。 

（特別管理産業廃棄物の多量排出事業者） 

第６条の７ 法第12条の２第10項の政令で定める事業者は、前年度の特別管理産業

廃棄物の発生量が50トン以上である事業場を設置している事業者とする。 

（電子情報処理組織の使用） 

第12条の５ 第12条の３第１項に規定する事業者であつて、その事業活動に伴い

多量の産業廃棄物（その運搬又は処分の状況を速やかに把握する必要があるも

のとして環境省令で定めるものに限る。以下この項において同じ。）を生ずる

事業場を設置している事業者として環境省令で定めるもの（以下この条におい

て「電子情報処理組織使用義務者」という。）は、その産業廃棄物の運搬又は

処分を他人に委託する場合（第12条の３第１項に規定する環境省令で定める場

合及び電気通信回線の故障の場合その他の電子情報処理組織を使用して第13条

の２第１項に規定する情報処理センター（以下この条において単に「情報処理

センター」という。）に登録することが困難な場合として環境省令で定める場

合を除く。）には、運搬受託者及び処分受託者（その使用に係る入出力装置が

情報処理センターの使用に係る電子計算機と電気通信回線で接続されている者

に限る。以下この条において同じ。）から電子情報処理組織を使用し、情報処

理センターを経由して当該産業廃棄物の運搬又は処分が終了した旨を報告する

ことを求め、かつ、環境省令で定めるところにより、当該委託に係る産業廃棄

物を引き渡した後環境省令で定める期間内に、電子情報処理組織を使用して、

当該委託に係る産業廃棄物の種類及び数量、運搬又は処分を受託した者の氏名

又は名称その他環境省令で定める事項を情報処理センターに登録しなければな

らない。この場合において、当該電子情報処理組織使用義務者は、運搬受託者

及び処分受託者から報告することを求め、かつ、情報処理センターに登録した

ときは、第12条の３第１項の規定にかかわらず、当該運搬受託者又は処分受託

者に対し管理票を交付することを要しない。 
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廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和46年厚生省令第35号） 
 

（多量排出事業者の産業廃棄物処理計画） 

第８条の４の５ 法第12条第９項の環境省令で定める基準は、次に掲げる事項を記載

した様式第２号の８による計画書を当該年度の６月30日までに提出することとする。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 計画期間 

三 当該事業場において現に行つている事業に関する事項 

四 産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項 

五 産業廃棄物の排出の抑制に関する事項 

六 産業廃棄物の分別に関する事項 

七 自ら行う産業廃棄物の再生利用に関する事項 

八 自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項 

九 自ら行う産業廃棄物の埋立処分又は海洋投入処分に関する事項 

十 産業廃棄物の処理の委託に関する事項 

（実施の状況の報告） 

第８条の４の６ 法第12条第10項の規定による報告は、様式第２号の９による報告書

を翌年度の６月30日までに提出することにより行うものとする。 

（計画及び実施の状況の公表） 

第８条の４の７ 法第12条第11項の規定による公表は、同条第９項の計画の提出又 

は同条第10項の規定による報告を受けた後、速やかに、インターネットの利用によ

り公表することにより行うものとする。 
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  （多量排出事業者の特別管理産業廃棄物処理計画） 

第８条の17の２ 法第12条の２第10項の環境省令で定める基準は、次に掲げる事項 

を記載した様式第２号の13による計画書を当該年度の６月30日までに提出すること

とする。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 計画期間 

三 当該事業場において現に行つている事業に関する事項    

四 特別管理産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項 

五 特別管理産業廃棄物の排出の抑制に関する事項 

六 特別管理産業廃棄物の分別に関する事項 

七 自ら行う特別管理産業廃棄物の再生利用に関する事項            

八 自ら行う特別管理産業廃棄物の中間処理に関する事項            

九 自ら行う特別管理産業廃棄物の埋立処分に関する事項            

十 特別管理産業廃棄物の処理の委託に関する事項               

十一 法第12条の５第１項に規定する電子情報処理組織の使用に関する事項（※） 

（※）平成32年（2020年）４月１日施行の条文。平成31年４月１日施行の条文は、「電子情報処理組織

の使用に関する事項」 

  （実施の状況の報告） 

  第８条の17の３ 法第12条の２第11項の規定による報告は、様式第２号の14による

報告書を翌年度の６月30日までに提出することにより行うものとする。 
 

（計画及び実施の状況の公表） 

   第８条の17の４ 法第12条の２第12項の規定による公表は、同条第10項の計画の提      

出又は同条第11項の規定による報告を受けた後、速やかに、インターネットの利用  

により公表することにより行うものとする。 

 

  （電子情報処理組織を使用してその運搬又は処分の状況を速やかに把握する必要    

のある産業廃棄物） 

第８条の31の２ 法第12条の５第１項の環境省令で定める産業廃棄物は、法第２条 

第５項に規定する特別管理産業廃棄物（令第２条の４第５号イからハまでに掲げ 

るものを除く。）とする。 

 

  （電子情報処理組織使用義務者） 

第８条の31の３ 法第12条の５第１項の環境省令で定める事業者は、当該年度の

前々年度において産業廃棄物（前条に規定するものに限る。以下この条において

同じ。）の発生量が50トン以上である事業場を設置している事業者（当該事業場

から生ずる産業廃棄物の運搬又は処分を他人に委託する場合に限る。）とする。 
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 （情報処理センターに登録することが困難な場合） 

第８条の31の４ 法第12条の５第１項の環境省令で定める場合は、次のとおりとする。

 一 電気通信回線の故障、天災その他やむを得ない事由により、電子情報処理組織

を使用して、法第12条の５第１項の規定による登録、同条第３項若しくは第４項

の規定による報告又は同条第５項の規定による通知をすることが困難であると認

められる場合 

 二 その使用に係る入出力装置が情報処理センターの使用に係る電子計算機（入出

力装置を含む。）と電気通信回線で接続されている者に産業廃棄物の運搬又は処

分の委託をすることが困難であると認められる場合 

 三 電子情報処理組織使用義務者の常勤の役員又は職員の年齢が、平成31年３月31

日においていずれも65歳以上である場合であつて、その使用に係る入出力装置が

情報処理センターの使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）と電気通信回

線で接続されていない場合 
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民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律（平

成16年法律第149号） 

 
（電磁的記録による作成） 

第４条 民間事業者等は、作成のうち当該作成に関する他の法令の規定により書面

により行わなければならないとされているもの（当該作成に係る書面又はその原

本、謄本、抄本若しくは写しが法令の規定により保存をしなければならないとさ

れているものであって、主務省令で定めるものに限る。）については、当該他の法

令の規定にかかわらず、主務省令で定めるところにより、書面の作成に代えて当該

書面に係る電磁的記録の作成を行うことができる。 

 
（電磁的記録による交付等） 

第６条 民間事業者等は、交付等のうち当該交付等に関する他の法令の規定により

書面により行わなければならないとされているもの（当該交付等に係る書面又は

その原本、謄本、抄本若しくは写しが法令の規定により保存をしなければならな

いとされているものであって、主務省令で定めるものに限る。）については、当該

他の法令の規定にかかわらず、政令で定めるところにより、当該交付等の相手方の

承諾を得て、書面の交付等に代えて電磁的方法であって主務省令で定めるものによ

り当該書面に係る電磁的記録に記録されている事項の交付等を行うことができる。 

 

 
 

 

民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律施行

令（平成17年政令第８号） 

 
（電磁的記録に記録されている事項の電磁的方法による交付等の承諾等） 

第２条 民間事業者等は、法第６条第１項の規定により同項に規定する事項の交付

等を行おうとするときは、主務省令で定めるところにより、あらかじめ、当該交

付等の相手方に対し、その用いる電磁的方法の種類及び内容を示し、書面又は電

磁的方法による承諾を得なければならない。 

２ 前項の規定による承諾を得た民間事業者等は、同項の相手方から書面又は電磁

的方法により電磁的方法による交付等を受けない旨の申出があったときは、当該

相手方に対し、法第６条第１項に規定する事項の交付等を電磁的方法によってし

てはならない。ただし、当該相手方が再び前項の規定による承諾をした場合は、

この限りでない。 
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環境省の所管する法令に係る民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の

技術の利用に関する法律施行規則（平成17年環境省令第９号） 

 
（法第４条第１項の主務省令で定める作成） 

第５条 法第４条第１項の主務省令で定める作成は、別表第２の上欄に掲げる法令

の同表の下欄に掲げる規定に基づく書面の作成とする。 

 
（電磁的記録による作成） 

第６条 民間事業者等が、法第４条第１項の規定に基づき、別表第２の上欄に掲げ

る法令の同表の下欄に掲げる規定に基づく書面の作成に代えて当該書面に係る電

磁的記録の作成を行う場合は、当該民間事業者等の使用に係る電子計算機に備え

られたファイルに記録する方法又は磁気ディスク等をもって調製する方法により

作成を行わなければならない。 

 
（法第６条第１項の主務省令で定める交付等） 

第７条 法第６条第１項の主務省令で定める交付等は、廃棄物の処理及び清掃に関 

する法律（昭和45年法律第137号）第12条第９項、第12条の２第10項、第14条第13項

及び第14条の４第13項並びに廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46

年政令第300号）第６条の12第２号（第６条の15第２号において、その規定の例に

よることとされる場合を含む。）並びに廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規

則（昭和46年厚生省令第35号）第８条の４の６及び第８条の17の３の規定に基づく

書面の交付等とする。 
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（電磁的記録による交付等） 

第８条 民間事業者等が、法第６条第１項の規定に基づき、前条に規定する書面の

交付等に代えて当該書面に係る電磁的記録に記録されている事項の交付等を行う

場合は、次に掲げる方法により行わなければならない。 

一 電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの 

イ 民間事業者等の使用に係る電子計算機と交付等の相手方の使用に係る電子

計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子

計算機に備えられたファイルに記録する方法 

ロ 民間事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された

書面に記載すべき事項を電気通信回線を通じて交付等の相手方の閲覧に供

し、当該相手方の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該事項を

記録する方法（法第６条第１項に規定する方法による交付等を受ける旨の承

諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、民間事業者等の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

二 磁気ディスク等をもって調製するファイルに書面に記載すべき事項を記録し 

たものを交付する方法 

２ 前項に掲げる方法は、交付等の相手方がファイルへの記録を出力することによ

る書面を作成することができるものでなければならない。 

 
 
別表第２ （第５条関係） 

廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律（昭和45年法律第137 
号） 

第７条第15項（第９条の８第５項（第15条の４の

２第３項において準用する場合を含む。）、第９条

の９第５項（第15条の４の３第３項において準用

する場合を含む。）及び第９条の10第５項（第

15条の４の４第３項において準用する場合を含

む。）においてみなして適用する場合を含み、第 

12条第13項、第12条の２第14 項、第14条第17項及

び第14条の４第18項において準用する場合を含

む。）、第12条第９項、第12条の２第10 項及び第13

条の８ 

 

廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律施行規則（昭和46年厚

生省令第 3５号） 

第８条の４の６及び第８条の17の３ 
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７－２ 関係通知 
 

 

 
 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律等の施行について（通知） 

（環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部長通知（平成23年２月４日環廃対発第 

110204004 号・環廃産発第 110204001 号）） 
 

 

第18 不法投棄等に係る罰則の強化等 

３ 多量排出事業者の処理計画に関する罰則の創設 

産業廃棄物を多量に排出する事業者（以下「多量排出事業者」という。）が作

成することとされる産業廃棄物の減量その他その処理に関する計画（以下「処理

計画」という。）及びその実施状況の報告の提出を確実にし、排出事業者による

減量等の自主的な取組を促進するため、処理計画を提出せず、若しくは虚偽の記

載をしてこれを提出し、又はその実施の状況を報告をせず、若しくは虚偽の報告

をした多量排出事業者は、20万円以下の過料に処することとした（法第33条第２号

及び第３号）。 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律等の施行について（通知） 

（環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課長・産業廃棄物課長通知 

（平成23年２月４日環廃対発第110204005号・環廃産発第110204002号）） 

 

 
第24 多量排出事業者処理計画の見直し 

多量排出事業者が作成する産業廃棄物の減量その他その処理に関する計画

（以下「多量排出事業者処理計画」という。）については、これまで添付書類

の様式のみが定められており、計画自体の様式は定められていなかったことか

ら、様式を統一的に定めることとし、評価を行いやすくしたこと（規則様式第２号

の８等）。 

また、循環的利用を進める観点から、排出事業者の責任において再生利用等に

よる減量を進めることが重要であるが、減量は委託により行うことも可能である

ことから、計画に記載すべき事項として、産業廃棄物の処理の委託に関する事項

を追加したこと。さらに、当該委託に関する事項として、優良認定処理業者（令

第６条の11第２号又は第６条の14第２号に該当する者）への処理の委託、処理業者

への再生利用の委託、認定熱回収施設設置者（法第15条の３の３第１項の認定を受

けた者）である処理業者への焼却処理の委託及び認定熱回収施設設置者以外の熱回

収を行っている処理業者への焼却処理の委託について、規則様式においてそれぞれ

記載させることとしたこと。 
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また、多量排出事業者処理計画及びその実施の状況については、これまで都道

府県知事が一年間公衆の縦覧に供することにより公表されていたが、住民への情

報提供や周知を徹底し、もって排出事業者の自主的な排出抑制、再生利用等によ

る減量化の取組を推進するため、都道府県知事による公表はインターネットの利

用により行うこととし、多量排出事業者処理計画の提出及び実施の状況の報告に

ついては電子ファイルで行うことを可能とすることとしたこと（規則第８条の４ 

の７等）。 

なお、都道府県知事によるインターネットでの公表に係る改正規定は、平成23 

年10月１日から施行されること（改正規則附則第１条）。 
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廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律等の施行について（通知） 

（環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課長・廃棄物規制課長通知（平成

30年３月30日環循適発第18033010号・環循規発第18033010号）） 

 

第一  電子情報処理組織を使用した登録及び報告（以下「電子マニフェストの使用」

という。）の義務付け（改正法による改正後の廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（以下「法」という。）第12条の５第１項等） 

  １  運搬又は処分の状況を速やかに把握する必要のある産業廃棄物 

 電子情報処理組織を使用してその運搬又は処分の状況を速やかに把握する必要 

のある産業廃棄物は、特別管理産業廃棄物とし、廃ポリ塩化ビフェニル等、ポリ

塩化ビフェニル汚染物及びポリ塩化ビフェニル処理物（改正令による改正後の廃

棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（以下「令」という。）第２条の４第５

号イからハまでに掲げる産業廃棄物。以下「ポリ塩化ビフェニル廃棄物等」とい

う。）は除くこと（改正規則による改正後の廃棄物の処理及び清掃に関する法律

施行規則（以下「規則」という。）第８条の31の２）。 

  なお、令第２条の４第５号ル(8)に掲げるポリ塩化ビフェニルを含む汚泥、廃

酸又は廃アルカリ及びこれらの廃棄物を処分するために処理したものは含むこ

と。 

  ２  義務の対象者（規則第８条の31の３） 

⑴  当該年度の前々年度の特別管理産業廃棄物（ポリ塩化ビフェニル廃棄物等を

除く。）の発生量が50トン以上の事業場を設置する事業者が、当該事業場から

生ずる特別管理産業廃棄物（ポリ塩化ビフェニル廃棄物等を除く。）の運搬又

は処分を他人に委託する場合に限り、電子マニフェストの使用の義務対象とな

ること。 

    ⑵  電子情報処理組織使用義務者が特別管理産業廃棄物（ポリ塩化ビフェニル廃

棄物等を除く。）以外の産業廃棄物の処理を他人に委託する場合、当該産業廃

棄物については電子マニフェストの使用の義務対象とならないこと。 

 ３ 情報処理センターに登録することが困難な場合（規則第８条の31の４） 

  ⑴ 電気通信回線の故障、天災その他やむを得ない事由（規則第８条の31の４第

１号）としては、例えば、次のような事由が考えられること。 

   ① 電子情報処理組織使用義務者、運搬受託者、処分受託者若しくは情報処理

センターのインターネット回線が故障したとき又は電力会社による長期間の

停電が起こったとき 

   ② 暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火その他の異常な自然現

象によって、電子情報処理組織使用義務者、運搬受託者、処分受託者又は情

報処理センターがインターネット回線を使用することができないとき 
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 ⑵ その使用に係る入出力装置が情報処理センターの使用に係る電子計算機（入

出力装置を含む。）と電気通信回線で接続されている者に産業廃棄物の運搬又

は処分の委託をすることが困難であると認められる場合（規則第８条の31の４

第２号）としては、例えば、次のような場合が考えられること。 

  ① 離島内等で他に電子マニフェストの使用が可能な収集運搬業者又は処分業

者が存在しないとき 

  ② 事業活動により通常排出する特別管理産業廃棄物以外の特別管理産業廃棄

物が排出される場合であって、当該特別管理産業廃棄物を処理できる電子情

報処理組織を使用する収集運搬業者又は処分業者が存在しないとき 

 

５ 特別管理産業廃棄物の多量排出事者処計画の記載事項（規則第８条の17の２第

11号等) 

⑴  特別管理産業廃棄物の多量排出事者処計画には、全ての特別管理産業廃棄物

の排出量を記載する必要があること。 

  ⑵  電子情報処理組織使用義務者となるか否は、当該年度の前年度に当該処理計

画に記載する特別管理産業廃棄物（ポリ塩化ビフェニル廃棄物等を除く。）

の発生量の合計を確認し、事業場ごとに判断すること。 

  ⑶  電子情報処理組織使用義務者となる場合は、当該処理計画に電子マニフェス

トの使用に関する事項について記載する必要があること。また、当該年度の前

年度に当該処理計画に記載する特別管理産業廃棄物（ポリ塩化ビフェニル廃棄

物等を除く。）の発生量が50トン未満の場合等は、当該処理計画に、次年度に

ついて電子情報処理組織使用義務者とならい旨を記載すること。 

  ⑷  あらかじめ規則第８条の31の４各号に定める情報処理センターに登録するこ

とが困難な場合に該当することが明らかである場合は、当該処理計画にその旨

及び理由を記載すること。 

 

第九  その他 

  ２  様式の改正等 

  上記第一、二及び第五等に係る様式の整備を行ったこと。第二に係る様式に

ついては、特別管理産業廃棄物が含まれる場合には、その旨を明らかにする形

で運用されたいこと。なお、規則様式第２号の13については、平成31年度と平

成32年度以降とで様式が異なるので留意されたいこと。 

 


